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奈良県情報公開審査会の第２９０号答申について 
 
 行政文書の不開示決定に対する審査請求についての諮問第２８０号事案に関して、下記のとおり、
奈良県情報公開審査会から奈良県公安委員会に対して答申されましたのでお知らせします。 
 

記 
 
１ 答申の概要 
◎ 答 申：令和６年９月２５日 
◎  実 施 機 関：奈良県公安委員会 
◎ 対象行政文書：道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第５号では、幼児用補助装置に係る

義務の免除が規定されているが、授乳以外のその他の日常生活上の世話につい
ては、警察庁と奈良県警察の見解が相違している。この点について、犯罪構成
要件としての明確性原則について公安委員で協議した内容が分かるもの。 

◎ 諮問に係る処分と理由 
 ○ 決 定：不開示決定 
 ○ 不開示理由：当該文書を作成又は取得していないため 
◎  審査会の結論：実施機関の決定は妥当である。 
 
◎  判 断 理 由： 
 

行政文書の不存在 
 

審査請求人は、「道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第５号では、幼児用補助装置に係る
義務の免除が規定されているが、授乳以外のその他の日常生活上の世話については、警察庁と奈良
県警察の見解が相違している。この点について、犯罪構成要件としての明確性原則について公安委
員で協議した内容が分かるもの。」の開示を求めているのに対し、諮問実施機関は、当該文書を作
成又は取得していないため不存在であると主張しているので、以下検討する。 
 
本件開示請求は、道路交通法施行令第２６条の３の２第３項第５号の幼児用補助装置に係る義務

の免除規定の一部の解釈が警察庁と奈良県警察で相違していると審査請求人が主張する点について、
犯罪構成要件に係る明確性の原則に関して、公安委員が協議した内容が分かるものの開示を求める
趣旨であることから、審査請求人が開示を求めている行政文書は、実施機関が、免除規定の犯罪構
成要件を明確にすることについて協議した文書であると解される。 
このことについて、事務局を通じて実施機関に確認すると、都道府県公安委員会は、警察行政の

大綱方針を定め、警察行政の運営がその大綱方針に則して行われるよう都道府県警察に対して事前
事後の監督を行うことを職務とし、個別の法規の解釈について議論する場ではないことから、犯罪
構成要件に係る明確性の原則に関する協議について、会議等に上程されたことはないとのことであ
った。 
よって、個別の法規の解釈は公安委員会が通常行う事務ではなく、本件においてもこのような事

務を行っていないと推認されるため、実施機関が、本件について犯罪構成要件に係る明確性の原則
に係る協議を行っておらず、本件開示請求に対応する行政文書を保有していないとしても不自然で
はない。 
これらのことから、本件開示請求に対応する行政文書を作成又は取得していないとする諮問実施

機関の説明に、特段不自然、不合理な点はなく、当該行政文書が存在すると推測される特段の事情
もない。 
以上のことから、本件開示請求に対応する行政文書は存在しないとする諮問実施機関の説明は是

認できる。 
 

 
 
 



２ 事案の経緯 
 

① 開 示 請 求      平成２９年 ４月２３日 
② 決   定      平成２９年 ４月２７日付けで不開示決定 
③ 審 査 請 求      平成２９年 ５月２６日 
④ 諮   問      平成２９年 ６月１９日 
⑤ 経   過      令和 ６年 １月２６日 第２７２回審査会 審議 

                        令和 ６年 ３月１１日 第２７３回審査会 審議 
                        令和 ６年 ５月１０日 第２７４回審査会 審議 
                        令和 ６年 ６月１４日 第２７５回審査会 審議 

令和 ６年 ７月１９日 第２７６回審査会 審議 
                        令和 ６年 ８月１９日 第２７７回審査会 審議 


